部局長とＰＴの議論資料　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	地域就労支援事業

	部局の考え方


	○　方　針
○　事業の意義

・全国一律の国施策では十分でない、就労に困難な課題を抱える人々の就労自立　
 ・きめ細やかな相談に応じることができる市町村としての取組みを誘導

⇒公的扶助など社会的なコスト低減

○　現行の事業

就労に困難な課題を抱える人々に、就労するまでの総合的な支援を実施（別紙）
コーディネータ相談→福祉・教育・医療・就労担当による「ケース検討」→　
→講習・講座→地域での職場開拓
○　費用と効果
・一人あたりの平均コストは、相談では27千円、就職では125千円
　　（コストの低いところは⇒相談6.5千円、就職20千円）
ハローワーク：就職コスト80千円　民間就職支援会社：職業紹介報酬額（年収の3割）
⇒時間と労力によりコストは異なる
・社会的コストの抑制に加え、賃金増加による経済効果は補助金額約9,000万円に比較しても効果が大きい。

①　就職による経済効果は、最低賃金による年収として年間約12億円(797人分)と推計

②　就労により納税される個人府民税は、年間約1,500万円(797人分)と算定

・19年度に市町村の取組みを更に促進するため、成果主義型の制度に改正

⇒見直し効果　相談者3,481人見込み（対前年比＋5.1％）
就職者797人見込み（同＋10.8％）

	参考データ等
	○失業者約25万人、内ハローワーク求職登録者約16万人、同未登録者約9万人
○就職困難者等　
障がい者（手帳保持）の求職登録者約2.5万人
中高年齢失業者(45歳以上)の求職登録者約6万人
母子家庭の母　（約10万人）
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21年度以降　府と市町村の役割を整理し、補助制度を抜本的見直し


（20年度は本事業を継続し、市町村を支援）


⇒見直しのポイント


　・市町村ごとの事業定着度合いに応じた支援に変更


・府の財政的支援と技術的支援のあり方





就労に困難な課題を抱える人々とは？


・限られた地域でしか働けない（母子家庭の母など）


・ハローワークだけでは対応できない（就職意識が薄い若年者、不安定就労を繰返す人）


・人との関係づくりなどに課題がある（発達障がいや引きこもりの人たち）等








- 4 -

